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業数 142 万社，従業員数 3000 万人，付加価値総額 285 億元であったのが，


















きた。1 つは国有企業改革であり，もう 1 つは非国有企業の発展（私営企
業と外資企業の発展）である。そのうち，前者の改革については，3 つの
段階を経て現在に至っている。第 1 段階は，1978 年末から 1984 年 9 月ま
での時期で，おもに企業自主権の拡大（「放権譲利」）が実施された。第 2
段階は，1984 年 10 月から 1993 年 10 月までの時期で，そこでは経営シス









al. [1994]）。もう 1 つは，大塚らの研究である。大塚らは国有企業のなか








田は，国有企業（標本数 795 社，対象期間 1991 ～ 1995 年）への調査分析













































本章では，第 1 節で中国全体の農村企業の状況を概観し，第 2 節で X
鎮全企業のデータ（貸借対照表と損益計算書）を用い，経営，財務分析
を行う。ちなみにこれらの企業データは，X 鎮工業管理室から入手した
1994 年，2000 年，2005 年，2008 年のものである。X 鎮では 1994 年以降，
農村企業の所有構造改革が始まり，2000 年にはそのほとんどが終了して





の中小企業のうち，約 86％は従業者数 20 人未満の小規模企業である一方





























年末時点で，企業数は 2391 万社，従業員数は 1 億 5090 万人，工業付加価値












































































































企業）の資本総額は 148 億 4000 万元であり，そのうち国家資本は 0.5％，郷・
村資本は 65.4％，外資は 3.7％，法人資本は 13.5％，個人資本は 16.7％で
あった。これに対して，全国の農村企業（株式合作制企業）の資本比率に
ついては，国家資本は 2.6％，郷・村資本は 48.9％，外資は 4.7％，法人資








X 鎮が属する江蘇省 W 区は，江蘇省南部の長江流域（上海市と南京市
118
の中間）に位置し，歴史的にも比較的工業の発達した地域特性を有してい
る。2008 年末時点の W 区の人口は 98 万 2266 人であり，そのうち農業人
口は 75 万 8097 人（77.1％），非農業人口は 22 万 4169 人（22.9％）である。
また土地面積は 1246.6 平方キロメートルで，近年，増減はみられないが，
農地面積は 103 万 2000 ムー（約 68 万 8000 ヘクタール）で，年々減少傾
向にある。
一方，W 区の国内総生産額は 850 億 1987 万元であり，この 10 年で約
4 倍の増加を実現している。そのうち第 1 次産業は 25 億 4097 万元（総額
の 2.9％），第 2 次産業は 586 億 5390 万元（同 68.9％），第 3 次産業は 238
億 2500 万元（同 28.2％）となっている。また従事員数について，第 1 次
産業は 10 万 1369 人（総数の 11.6％），第 2 次産業は 53 万 8954 人（同
61.6％），第 3 次産業は 22 万 6854 人（同 26.8％）となっている。
第 2 次産業のうち，工業について，企業数は 1 万 4039 社で，そのうち
集団企業は 53 社，株式合作制企業は 708 社，有限責任公司は 220 社，株
式有限公司は 9 社，私営企業は 1 万 2496 社，外資企業は 553 社（香港・
台湾などの投資企業も含む）となっている。また工業生産額は 2537 億
5354 万元で，そのうち集団企業は 13 億 7571 万元，株式合作制企業は
170 億 5206 万元，有限責任公司は 175 億 2665 万元，株式有限公司は 8 億
8934万元，私営企業は 1633億 5890万元，外資企業は 535億 5088万元となっ
ている（W 区統計年鑑編輯委員会編 [2009]）。
次に，X 鎮の人口は 6 万 4488 人で前年より 0.9％増加している。そのう
ち男性は 3 万 1854 人，女性は 3 万 1617 人となっている。また産業別従
事者数（合計：3 万 2115 人）について，農林漁業は 5247 人，工業は 1 万
6683 人，建築業は 2168 人，小売・飲食業は 2026 人となっている。一方，
X 鎮の国内総生産額は 48 億 626 万元であり，そのうち，第 1 次産業は 1
億 5278 万元（総額の 6.3％），第 2 次産業は 23 億 9684 万元（同 47.9％），





W 区での所有構造改革は 1993 年から始まった。第 1 段階は W 区の上




けて，上級政府郊外の 1 ～ 2 村落で，村営企業を対象に試験的に改革が始










促すことになった。第 4 段階は，2000 年 10 月からであり，株式合作制企
業を株式制企業か私営企業に転換し，また集団資産を完全に民間資産とす
ることが目標にされた。
X 鎮でも 1995 年頃から所有構造改革が試験的に開始され，その後，









































































































































































































































































































































































































所有構造改革前の 1994 年の売上高は 4 億 1094 万元であったが，改革後
の 2000 年には 7 億 6072 万元，そして 2008 年には 100 億元を突破してい
る（2007 年に Y 鎮との合併により企業数が約 2.5 倍に増加）。これは GDP
伸び率を上回るスピードで成長している。従業員数も 1994 年の 9046 人か
ら，改革後の 2000 年には一時的に減少したが，近年は再び増加傾向にある。
なお短期・臨時の従業員を加えると，その数は 1.5 ～ 2.0 倍になるとみら
れている。
対売上高比でみると，改革後の 2000 年以降，売上原価が 90％前後，ま









表 3 は，X 鎮全企業の貸借対照表より，財務状況をまとめたものであ
る。1994 年の資産合計は，4 億 613 万元であったが，2008 年の資産合計は，


































































































































































































































































































































































































田 [2004]）。資本合計は 30％前後で推移し，未分配利潤は，2005 年以降，
プラスに転じている。














表 4 は，1994 年の X 鎮全企業の収益状況を企業規模別に，企業当たり
の中央値と従業員当たりの中央値，そして企業当たりの平均値とその対売
上高比を示したものである。まず X 鎮の企業全体の中央値は，従業員 45
人，売上高 78 万 7100 元（1 人当たりは約 1 万 7400 元），営業利益は 1 万
100 元（同約 224 元）などとなっている。規模別でみると，従業員数「20







































































































































































































































































































































































































































































































































































企業で高くなっている。中央値，平均値の比較からみると，「1 ～ 19 人」規





表 5 は，1994 年の X 鎮全企業の財務状況を企業規模別に，企業当たり
の中央値と従業員当たりの中央値，そして企業当たりの平均値とその対資
産合計比を示したものである。X 鎮の企業のイメージは流動資産が 101.19







動資産のうち現金・預金は「1 ～ 19 人」規模の企業で低くなっているが，
売掛金，棚卸資産は「20 ～ 99 人」規模の企業でそれぞれ 19.7％，30.0％
と高くなっている。また長期投資など，固定資産は規模に比例して大きく
なっている。流動負債はどの規模の企業も 60 ～ 70％であるが，これも日
本の中小企業と比べて，かなり高くなっている。流動負債のうち短期借入
金，買掛金は「1 ～ 19 人」規模の企業でそれぞれ 15.0％，3.1％と低くなっ
ているが，これ以外の規模の企業は 25 ～ 45％と高くなっている。長期
負債はどの規模の企業も 5 ～ 8％であるが，その上位 5 社だけで全体の約
50％の長期負債を占めている。資本合計は「20 ～ 99 人」規模の企業で低
くなっている。中央値と平均値の比較において，「1 ～ 19 人」規模の企業で，








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 6 は，2008 年の X 鎮の全企業の収益状況を企業規模別に，企業当たり
の中央値と従業員当たりの中央値，そして企業当たりの平均値とその対売
上高比を示したものである。X 鎮の企業全体では，従業員 23 人，売上高
563 万元（1 人当たりは約 24 万 4700 元），営業利益は 8 万元（同約 3478 元）
などとなり，1994 年と比べると，企業数は約 2 分の 1 に減少したが，収益
は約 20 倍に増加している。従業員当たりの中央値の状況をみると，売上高
から純利潤まで，「20 ～ 99 人」，「1 ～ 19 人」，「100 人以上」の順に状況は









平均値の比較において，「1 ～ 19 人」規模の企業で，管理費用以外は平均




表 7 は，2008 年の X 鎮の全企業の財務状況を企業規模別に，企業当た
りの中央値と従業員当たりの中央値，そして企業当たりの平均値とその対
資産合計比を示したものである。流動資産は312万元，流動負債は296万元，
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企業で 5.8％と高くなっている。流動負債は「20 ～ 99 人」規模の企業で，
66.3％と高くなっている。これは短期借入金，買掛金の比率が高いことが
原因である。長期負債や未分配利潤は規模が大きいほど高くなっているこ
とがわかる。ちなみに長期負債は，その上位 4 社だけで全体の約 90％を
占め，1994 年と比べると，その上位企業への傾斜が高まっている。中央




最後に，表 8 から，所有構造改革前の 1994 年と改革後の 2008 年の企業
規模別の安全性（流動比率，当座比率，資産負債率），収益性（総資本利益率，
売上高利益率）の状況（中央値）をみてみる。











　1994 　全企業 113.71 82.63 63.75 1.45 1.70
  1 ～ 19 人 140.53 106.88 58.67 1.44 3.11
20 ～ 99 人 110.22 76.17 71.07 1.41 1.65
100 人以上 127.29 83.83 60.37 1.85 1.65
　2008 　全企業 114.93 85.97 59.81 2.17 1.89
  1 ～ 19 人 138.33 114.13 49.79 2.70 2.27
20 ～ 99 人 98.69 74.72 64.62 1.57 1.50






は，「1 ～ 19 人」の規模の企業は一般的な水準であるが，「20 ～ 99 人」規
模の企業と「100 人以上」規模の企業はそれぞれ 76.17％，83.83％とやや
悪い数字となっている。資産負債率については，「1 ～ 19 人」規模の企業
と「100 人以上」規模の企業でそれぞれ 58.67％，60.37％と一般的な水準
であるが，「20 ～ 99 人」規模の企業は 71.07％と悪い数字となっている。
したがって，中規模（「20 ～ 99 人」規模）の企業で安全性にやや問題が
あるといえる。総資本利益率，売上高利益率について，どの規模の企業も
およそ 1.50％前後であるが，小規模（「1 ～ 19 人」規模）の企業で，売上
高利益率が 3.11％とやや高くなっている。
次に 2008 年の全企業について，流動比率は 114.93％，当座比率は
85.97％，資産負債率は 59.81％となっている。1994 年と比べると，若干で
あるが 2008 年の方が高くなっていることがわかる。また総資本利益率，
売上高利益率はそれぞれ 2.17％，1.89％となり，これも 1994 年と比べると，
やや高くなっている。規模別にみると，流動比率については，「1 ～ 19 人」
規模の企業の状況が最もよく，次いで，「100 人以上」規模の企業の状況
がよくなっている。当座比率については，「20 ～ 99 人」規模の企業と「100
人以上」規模の企業でそれぞれ 74.72％，83.65％と悪い数字になっている。
これは 1994 年と同様の傾向である。資産負債率については，どの規模の
企業も 50％から 60％の水準にある。そのうち「1 ～ 19 人」規模の企業で
低い数字になっているのは，金融機関からの資金繰りが十分でないことが




























そのうち上納利潤・管理費はおもに X 鎮政府とその上級政府である Y 市
政府との協議にもとづいて定められた。所有構造改革後の 2000 年におい
てもその決定過程および協議構造は変わっていないが，これまでの上納利




それでは，具体的に X 鎮の財政の状況をみてみる。表 9 は X 鎮におけ
る 1994 年と 2000 年の財政収入の状況を示したものである
(12)
。まず 1994
年の財政収入は合計 608 万元であり，そのうち企業上納は 457 万元（75.1％）
を占める。次に 2000 年の財政収入は合計 2845 万元であり，そのうち企業
133
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5047 万元の資金を調達しており，そのうち銀行・信用社からは 3832 万元
（75.9％），X 鎮政府から 1212 万元（24.0％），その他は 3 万元を占める。
所有構造改革後の 2000 年において，合計 1 億 338 万元の資金を調達して
おり，そのうち銀行・信用社からは 9373 万元（90.6％），X 鎮政府からは
869 万元（8.4％），その他は 96 万元を占める。この間の変化として，金融
機関からの調達が約 15 ポイント増加したのに対して，X 鎮政府からの調
達が逆に同ポイント減少したことである。
ところが，表 11 のとおり，X 鎮では，2000 年末に郷・村営企業の資






１ 焼却炉 1,200 900 300
２ 生産拡大 1,200 820 380
３ 防腐箱 800 600 200
４ 汚水処理 500 500 400
５ ガラス原料 1,200 800 150
６ 生産拡大 600 600 100
７ 生産拡大 500 350 100
８ 生産拡大 500 400 250
９ パソコン等 3,000 3,000
10 生産拡大 800 700
11 生産拡大 990 740
12 生産拡大 400 400
13 生産拡大 400 400







1994 103.4 6.5 96.9 78.5 24.9










もう 1 つの資金調達先である工業公司の状況を示しているのが表 12 で
ある。1994 年の収入は 96.9 万元で，それに前年繰越 6.5 万元を加えたも
のが収入合計 103.4 万元である。支出額は 78.5 万元であるが，そのほとん

































































































































(2)　たとえば Weitzman and Xu[1994] を参照。








記資本額 50 万元以上の会社であり，後者は，発起人 5 人以上で登記資本額 1000
万元以上の会社である。








(11)　その後，2003 年には 1.0 ～ 1.5％（営業収入 5000 万元以上は 1.5％，それ以下
は 1.0％）2004 年には 0.8 ～ 1.0％（同上）へと低下傾向にある。
140
(12)　1994 年は所有構造改革前，2000 年は所有構造改革後を示している。
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